
【2】歳出科目別の主な事業内容と成果

【款】　1　議会費　　　　　　　　　　　　　　　　　　76，427千円

【項】　1　議会費　　　　　　　　　　　　　　　　　76，427千円

目 �主　　な　　事　　業　　内　　容　　と　　成　　果 

1 議会費 76，427千円 （P67） �1．議会の活動状況 

議 会 名 �会■ 期 �会 議 日 数 �審 議 件 数 �町長提出議案 �����議員提出議案 ���� 
条 例 �予 算 �決 算 �そ の 他 事 件 �専 決 処 分 �条 例 �意 見． 書 �決 議 �そ の 他 

日 �日 �件 �件 �件 �件 �件 �件 �件 �件 �件 �件 

6月定例会 �6 �2 �14 �1 �2 �0 �9 �0 �0 �1 �0 �1 

9月定例会 �8 �2 �25 �1 �9 �9 �5 �0 �0 �1 �0 �1 

12月定例会 �7 �2 �14 �6 �4 �0 �4 �0 �0 �0 �0 �0 

3月定例会 �22 �3 �52 �11 �19 �0 �5 �0 �2 �0 �0 �15 

小　　計 �43 �9 �105 �19 �34 �9 �23 �0 �2 �2 �0 �17 

4月15日臨時云 �1 �1 �4 �0 �0 �0 �1 �3 �0 �0 �0 �0 

7月18日臨時苗 �1 �1 �1 �0 �1 �0 �0 �0 �0 �0 �0 �0 

11月11日臨時会 �1 �1 �1 �0 �1 �0 �0 �0 �0 �0 �0 �0 

小　　計 �3 �3 �6 �0 �2 �0 �1 �3 �0 �0 �0 �0 

計 �46 �12 �111 �19 �36 �9 �24 �3 �2 �2 �0 �17 

．委員会の開催状況 

常任委員会 ���開催日数 ���特別委員会等 �����開催日数 ��� 

総務建設産業委員会 ���4　日 ���議会運営委員会 �����5　日 

民生文教委員会 ���4　日 ���議会広報編集委員会 �����16　日 

計 ���8　日 ��� 

．議会の行政視察研修 

研　　修　　先　　　と　　　内　　容 

H25．4．22 

岐阜県本巣郡北方町議会 

○議会基本条例施行後の現状について 

○議会改革について 
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【款】　2　　総務費　　　　　　　　　　　　　　　1，186，747千円

【項】　1　総務管理費　　　　　　　　　　　　1，033，700千円

目 �主　　な　　事　　業　　内　　容　　と　　成　　果 

1 一般管理費 �1．条例、規則、要綱、規程等の制定改廃の状況 

348，313千円 （P68） �国の法律の制定、改正に伴う条例等の制定、改正等　（単位：件） 

（1） （2） 2． �区　分 �制　定 ��改　正 ��廃　止 ��計 �� 

条　例 �3 ��19 ��0 ��22 

規　則 �4 ��11 ��0 ��15 

要綱等 �13 ��8 ��2 ��23 

規　程 �1 ��4 ��0 ��5 

計 �21 ��42 ��2 ��65 

条例の制定 
・池田町子ども・子育て会議条例 

・池田町民の歯と口腔の健康づくり推進条例 

・池田町定年前に退職する意思を有する職員の募集等に関する条例 

規則の制定 
・池田町役場の勤務時間の特例に関する規則 

・池田町定年前に退職する意思を有する職員の募集等に関する規則 

・池田町職員の退職の理由の記録に関する規則 

・池田町行政財産の目的外使用にかかる使用料徴収規則 

指名競争入札者審査委員会事務及び池田町発注工事契約状況 

（1）指名競争入札者審査委員会開催状況 

開催回数　　　26回 

（2）工事等請負契約の状況　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円） 
契約金額 �50万円未満 ���50万円以上 ��100万円以上 

事項 ����100万円未満 ��500万円未満 

工事種別 �件数 �金額 ��件数 �金額 �件数 ��金額 

土木工事 �3 �1，694 ��7 �6，604 �37 ��92，800 

舗装工事 �0 �0 ��2 �1，585 �12 ��28，633 

建築工事 �1 �186 ��1 �703 �2 ��6，772 

電気工事 �0 �0 ��0 �0 �2 ��5，502 

機械工事 �1 �694 ��4 �3，061 �6 ��14，122 

その他工事 �5 �1，929 ��3 �2，068 �26 ��58，199 

測量等委託 �1 �244 ��1 �472 �19 ��44，520 

計 �11 �4，747 ��18 �14，493 �104 ��250，548 
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目 �主　　な　　事　　業　　内　　容　　と　　成　　果 

（単位：千円） 

（3） （4） �約金額 事項 �500万円以上 1，000万円未満 ��1，000万円以上 ��計 �� 

工事種別 �件数 �金額 �件数 �金額 �件数 �金額 

土木工事 �6 �41，842 �10 �350，227 �63 �493，167 

舗装工事 �2 �15，277 �5 �82，687 �21 �128，182 

建築工事 �2 �11，676 �1 �6，195 �7 �25，532 

電気工事 �0 �0 �1 �10，290 �3 �15，792 

機械工事 �0 �0 �0 �0 �11 �17，877 

その他工事 �1 �5，722 �0 �0 �35 �67，918 

測量等委託 �5 �38，220 �0 �0 �26 �83，456 

計 �16 �112，737 �17 �449，399 �166 �831，924 

（特別会計含む） 

電子入札の実施状況（ただし、請負契約金額130万円以上に限る） 

建設工事関係　　　　　　　113件中113件　（実施率100．00％） 

測量及び建設コンサル関係　16件中　16件　（実施率100．00％） 

指名競争入札参加資格審査申請受付 

（岐阜県・市町村入札参加資格審査共同受付分。新規、更新、 
業種追加・取下、変更等合計） 
建設工事関係　　　　　　　　1，273件 

測量及び建設コンサル関係　　　　517件 

延べ受付数　　　　　　　　　1，790件 

（池田町役場新規受付分） 

経常建設企業体関係　　　　　　　6件 

業務委託関係　　　　　　　　　439件 

物品納入関係　　　　　　　　　　478件 

延べ受付数　　　　　　　　　　923件 
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主　　な　　事　　業　　内　　容　　と　　成　　果

3．給与費等決算状況

一般会計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

区　分 ��職員数 �給　与　費 ����共済費 �合　計 
報　酬 �給　料 �期末手当等　　計 

本 年 度 �長　等 �3 � �18，408 �6，554 �24，962 �2，701 �27，663 議　員 �10 �30，555 � �11，844 �42，399 �16，966 �59，365 

その他 �419 �41，462 � � �41，462 � �41，462 

計 �432 �72，017 �18，408 �18，398 �108，823 �19，667 �128，490 

前 年 度 �長　等 �3 � �18，408 �6，588 �24，996 �2，726 �27，722 議　員 �10 �32，940 � �12，470 �45，410 �18，813 �64，223 

その他 �408 �44，272 � � �44，272 � �44，272 

計 �421 �77，212 �18，408 �19，058 �114，678 �21，539 �136，217 

比 較 �長　等 �0 �0 �0 �△34 �△34 �△25 �△59 議　員 �0 �△2，‾385 �0 �△626 �△3，011 �△1，847 �△4，858 

その他 �11 �△2，810 �0 �0 �△2，810 �0 �△2，810 

計 �11 �△5，195 �0 �△660　△5，855 ��△1，872 �△7，727 

（2）一般職給与　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

区　　　分 �給　料 �手　　　　　当 
扶養手当 �管理職手当 �住居手当 �特殊勤務手当 �時間外手当童 

本　年　度 �512，273 �14，683 �5，072 �2，788 �220 �23，878≡ 

前　年　度 �545，171 �15，609 �2，476 �2，912 �195 �25，094≒ 

比　　　較 �△32，898 �△926 �2，596 �△124 �25 �△1，216… 

手　　　　当 ����共済費 �合　計 

…通勤手当 �寒冷地・宿日直・ 児童・特例一時金 �期末・勤勉 手当 �計 

6，083 �13，992 �195，939 �262，655 �173，814 �948，742 

5，829 �13，554 �195，924 �261，593 �203，555 �1，010，319 

254 �438 �15 �1，062 �△29，741 �△61，577 
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目l　主　な　事　業　内　容　と　成　果 

（3）一般職職員数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人） 

区　　　分 �一般行政職 �福祉職 �税務職 �教育職 �技能労務職 �合　計 � 

本　年　度 �108 �38 �10 �0 �14 �170 

前　年　度 �107 �41 �10 �0 �16 �174 

比　　　較 �1 �△3 �0 �0 �△2 �△4 

（職員数は年度末現在） 特別会計 

（1）一般職給与　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円） 

区　　　分 �給　料 �手　　　　　当 
扶養手当 �管理職手当 �住居手当 �特殊勤務手当 �時間外手当 

本　年　度 �32，752 �1，776 �240 �80 � �332 

前　年　度 �31，314 �1，688 �98 �318 � �556 

比　　　較 �1，438 �88 �142 �△238 �0 �△224 

（2）一般職職員’ �手　　　　当 ����共済費 �合　計 

通勤手当 �寒冷地・宿日直・ 児童・特例一時金 �期末・勤勉 手当 �計 

313 �1，048 �11，495 �15，284 �10，239 �58，275 

277 �888 �10，779 �14，604 �9，876 �55，794 

36 �160 �716 �680 �363 �2，481 

（単位：人） 

区　　　分 �一般行政職 �福祉職 �税務職 �教育職 �技能労務職 �合　計 

本　年　度 �4 � � � �7 �11 

前　年　度 �4 � � � �6 �10 

比　　　較 �0 �0 �0 �0 �1 �1 

（職員数は年度末現在） 
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目 �主　な　事　業　内　容　と　成　畢 

4．人事管理他 

（1）行政機構及び事務の合理化 

住民サービスの向上、行政需要の高度化・多様化に伴って時代に即応 
した組織機構を編成するため、また効率的・効果的な行政運営を図る 

ため、池田町行政改革大綱を尊重して、計画的・効果的な推進に努力して 
いる。 

（2）定員管理 

職員の定数については、権限移譲や町民ニーズの高度化・多様化に的 

確に対応するため、職員の適正配置に努めると共に、組織の適正規模に 

留意しつつ、行財政総点検を実施し事務事業の見直し、組織機構の簡素 

合理化等を積極的に進め、職員定数の適正化と効率的な執行体制を継 

続維持していく。 

（3）職員研修 

住民の満足と信頼を得るため、また職員の接遇向上を目指すために職 

員を対象に接遇研修を実施した。職員約120名が8時間（2時間×4回）の 

集合研修を受講し、受講期間中課題を与える等を行い、接遇意識の向上 

を図った。併せて接遇向上研修委員会を各課代表の係長級で組織し接 

遇応対向上について検討した。 

（その他研修）市町村研修センターを利用した各種の職員研修への参加 

滞納処分できる債権の徴収実務を習得するための研修他 

（4）厚生制度 

職員の保健、福利厚生に関する事項について、下記の事業を実施した。 
1）保健に関する事業 

（5） �種　別 �年代別総合健康診断（一般、心電図、血液、胃部 � 

Ⅹ線、腹囲測定、前立腺、乳・子宮癌検査等） 

実施者数 �292名 

種　別 �特定健康診査、特定保健指導 

実施者数 �10　名 

2）福利厚生に関する事業 
・市町村職員共済組合所管の保養施設の活用 

・市町村職員共済組合による厚生施設の利用助成 

各種相談等利用状況 
種　別 �内　容　　　　　相談員　　　相談日　　件　数 

行政相談 �行政に関する相談等行政相談委員毎月第2火曜日　　6 

人権相談 �人露語話芸に人権擁護委員　年7回　6 
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目 �主　　な　　事　　業　　内　　容　　と　　成　　果 

2 財産管理費 �（6）文書の発送と収受の状況 

郵便発送件数　　　　　179，556件 

郵便料　　　　　　　　1㌔014千円 

1．管財事務 

53乳406千円 （P71） �（1）財産の賃貸契約 

（2） ＜ （D ② （3） �区分l使用区分　件数　金額（千円） 

土可賃貸借　　10　1，385 

計　　　　　　　　　10　　　1，385 

公有財産取得事業 

取得事業＞ 
目　的　池野駅北整備事業用地費 

所　在　池野字大池東304番　他6筆 
面　積　8，649．00d 

金　額　128，856，590円 

相　手　森嶋和明　他5名 

目　的　庁舎駐車場用地費 

所　在　六之井字深池1525番 
面　積　677．00Ⅰ正 

金　額　33，408，873円 

相　手　池田町土地開発公社 

その他5件　　面　積　　6，316．76Ⅰ正 

金　額　130，764，891円 

保険契約の状況 

種　　別 �契　　約 �� 
件　数 �金額（千円） 

建物災害共済（公有建物） �64 �4，038 

火災共済（町営住宅） �76 �216 

自動車損害共済‾ �78 �2，025 

総合賠償保険料 �1 �1，863 
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目 �主　　な　　事　　業　　内　　容　　と　　成　　果 

（4）借地件数及び面積（H26．3．31現在） 

主管課 �件　数 �借地面積（d） � 

総務課 �11 �3，974．96 

住民課 �5 �5，891．76 

健康福祉課 �5 �7，080．06 

保健センター �1 �1，046．00 

建設課 �1 �440．00 

＿産業課 �22 �1，065，706．00 

池田温泉 �8 �11，124．17 

・学校教育課 �19 �24，390．58 

社会教育課 �6 �6，959．00 

総合体育館 �14 �22，979．00 

合　計 �92 �1，149，591．53 
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主　　な　　事　　業　　内　　容　　と　　成　　果

3

企　画　費

69，114千円

（P74）

4

交通　安　全
対　策　費

8，872千円

（P75）

1．コミュニティバス等購入事業

28人乗り、電動補助ステップ付マイクロバス　1台

停留所の標識柱　6本

8，420千円

2．コミュニティバス運行業務事業　　　　　　　　　　14，028千円

地域の皆様の利便性向上と、公共交通機関の利用促進を図り、高齢者な

どの車の運転ができない交通弱者の移動を確保するため、平成25年10月ま

では、バス2台で、11月1日からは、3台を使用して巡回線、北回り線、南回り

線の3路線を平日すべて運行した。平成25年度は、バス停8カ所の新設やダ

イヤの改正、フリー停車を導入するなど利便性を高めたことにより、巡回線は

9，492人・北回り線は2，303人・南回り線は2，725人の利用があった。

また、名阪近鉄バス廃止に伴う、代替えバス運転（池田町役場～市橋間）

も引き続き運行した。

3．養老鉄道存続支援事業　　　　　　　　　　　　　　39，108千円

養老鉄道沿線市町が相互に連携図りながら、養老鉄道の存続補助金によ

る支援及び活性化に向けた支援、養老鉄道の利用促進及び収支改善策並

びに養老鉄道のあり方などの研究や交流を行った。

また、池野駅北側に養老線利用者のための無料駐車場163台分と駐輪場

78台分の整備及び各種団体による町内3駅周辺の清掃や寄付金を頂き、町

内業者の協力を得て駅にイルミネーションの装飾などを行った。

4．企業誘致推進対策事業

工場等設置奨励金を2社へ交付した。

7，558千円

1．交通安全対策事業

町内における道路交通の安全を図り、もって交通安全教室の開催などによ

り、交通事故の防止と町民の交通安全に対する意識の高揚に努めた。

（1）池田町交通安全協議会

交通事散の多発を受け、町と協議会との連絡体制を強化し、交通安全確

のために各種交通安全対策事業を実施した。
・毎月1日・15日の街頭指導

・交通安全運動期間中の街頭指導

・イベントの交通誘導・交通整理

・交通安全標語を募集し、8作品を表彰、のぼり旗に掲示し普及啓発

活動の実施
・法令講習会の開催
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目 �主　　な　　事　　業　　内　　容　　と　　成　　果 

（2）池田町交通安全女性連絡協議会 

町内30名の女性を「交通安全女性」として委嘱し、街頭指導などをして頂 

き、交通事故防止に努めた。 
・毎月15日街頭指導 

・交通安全運動期間中の街頭指導 

（3）第36回岐阜県交通少年団自転車安全大会出場 

八幡小学校6年生5名の児童が選手で出場し、技術走行、安全走行、学 

科の競技を行った。 

（4）交通安全施設整備状況（新設のみ） 

交通安全施設 ��平成22年度 ��平成23年度 ���平成24年度 ��平成25年度 

カーブミラー ��25基 ��14基 ���35基 ��24基 

道路照明灯 �� �� ���2基 �� 

赤色回転灯 ��2基 ��1基 ��� ��3基 

道路注意標識 ��5基 ��4基 ���2基 ��2基 

信号機 �� �� ��� �� 

（5）チャイルドシート貸与事業 

チャイルドシート等の着用促進を図るため、ベビーシート、 

チャイルドシート、ジュニアシートを貸与した。　　　貸し出し　21件 

（6）交通安全教室実施状況 

年度 �子供会 ��保育園 ��小中学校 �老人クラブ等 ��PTA役員 ��計 

22 �2回 ��2回 ��5回 �7回 ��1回 ��17回 

23 � �� ��5回 �10回 ��1回 ��16回 

24 � ��1回 ��12回 �1回 ��1回 ��15回 

25 � �� ��9回 �2回 ��1回 ��12回 

（7）交通事故件数 

年度 ��人身事故 ��死　亡 ���負　傷 ��物損事故 

平成22年度 ��103件 ��4人 ���146人 ��621件 

平成23年度 ��88件 ��0人 ���128人 ��624件 

平成24年度 ��82件 ��1人 ���106人 ��632件 

平成25年度 ��57件 ��2人 ���75人 ��646件 
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目 �主　　な　　事　　業　　内　　容　　と　　成　　果 

5 文書広報費 5，295千円 （P76） �1．「広報いけだ」発行事業 

2． �年度 �発行部数 �発行日 �く紹介し、 

平成22年度 �月　7，750部 �毎月1日 

平成23年度 �月　7，780部 �／J 

平成24年度 �月　7，890部 �／J 

平成25年度 �月　7，940部 �／／ 

各種法令、諸規則、町の諸施策、行事などを正しく分かりや 

町民の方々に役立ち親しみやすい広報づくりに心掛けた。また、より多くの 

方々に見ていただくため、PDF加工を施し、池田町のインターネットホーム 

ページに掲載した。 

報活動 

マスメディア（新聞社、有線放送、大垣ケーブルテレビ、岐阜放送データ 

放送等）を活用して、町事業の啓蒙普及を行い、町の紹介、イベント情報 

などを発信し、町のPRに努めた。 

また、町の各種施策、イベント、防災等の情報を発信し、効果的な周知を 

図るため、平成25年9月20日から「池田町公式ツイッター」の運用を開始し、 

広報紙に加え、ホットな情報をタイムリーに発信できるツイッターで、広報の 

更なる充実を図った。 
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目 �主　　な　　事　　業　　内　　容　　と　　成　　果 

6 情報管理費 �1．情報振興事業　　　　　　　　　　　　　　　　　17，267千円 

59，194千円 �行政及び教育ネットワークを外部から守るネットワーク機器等を更新し 

（P76） �セキュリティ強化を図った。また、稼働する機器の監視や情報伝送量． 

（トラフィック）の見える化システムを導入し、システムトラブルなどから短時 

間で復旧が行える環境の構築を行った。 

国の霞ヶ関ネットワークと自治体が接続をする総合行政ネットワーク 

（LGWAN）の接続機器の更新を行づた。 

八幡小学校改築に伴う仮設校舎から新校舎への教育ネットワークの移 

設及びパソコン教室の再構築を教育委員会と協力して行った。 

2．情報ステイション池田事業（2，291千円） 

ITを活用したコミュニケーションの普及とパソコン相談業務を継続して 

行ってきた。WindowsXPのサポート終了に伴う問合せや、新たにパソコン 

を購入しパソコンを始めたいという方の講習会の開催を行った。 

情報ステイション池田利用状況 

平成26年3月31日現在 

3．三 4． � �回　数 �人　数 �け 

情報ステイション池田利用者 �256　日 �1，534人 

ズティション講座参加者 �58回 �83人 

子　　ど　　も　　講　　座 �6回 �19人 

合　計 � �1，636人 

子計算事業　　　　　　　　　　　　　　　　　11，589千円 

WindowsXPのサポート終了に伴う基幹業務システムのソフトウェアの再 

インストール作業と総合行政情報システムで利用する端末の環境設定 

行った。 

また、総合行政情報システムに移行するためのデータの整理や納付 

などの発行について、関係課と連携し円滑に移行できるようにした。 

システム構築事業　　　　　　　　　　　　　　　28，047千円 

岐阜県市町村行政情報センターの“総合行政情報システム”導入に 

た各業務部会のとりまとめや操作説明会の開催を行い、9月24日からシス 

テムの稼働を開始した。住民のデータを守るため、IDC（インターネットデ 
一夕ーセンター）にシステムを設置した。また、システム故障などの不測の 

事態に対応するために、庁舎内にバックアップサーバを設置し、窓口業務 

が円滑に行える環境を整備した。 
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目 �主　　な　　事　　業　　内　　容　　と　　成　　果 

7 諸　費 �1．池田町功労者表彰式の執行状況 

4，506千円 �池田町表彰規程に基づき町内各界の功労者の表彰を行った。 

（P79） �表彰種別　　　　　　被表彰者 

地方自治　　　　　1名 

社会福祉　　　　　1名 

要　体育　　　2名 

霊　保健衛生　　5名 
公共団体／　　　1名 

金員寄付　　　　　　3名 

計　　　　　　　　13名 

2．永年勤続区長感謝状贈呈 

永年にわたり区長として、町の発展に尽力願った方々に感謝状の贈呈を 

行った。 

勤続年数　　　　該当人数 

4年　　　　　　　2名 

8年　　　　　　　5名 

12年　　　　　該当者なし 

3．旅券発給事務 

県からの権限委譲及び住民サービスの向上を目的として、パスポート 

（旅券）の申請・交付窓口を開設し、旅券の発給事務を行った。 

種　　　別 ��件　　　　　数 �� 

年　　　度 ��24年度 �25年度 

申　請 �10年 �239 �165 

5年 �194 �169 

訂正 �9 �3 

記載事項変更 �0 �1 

紛失 �1 �0 

計 ��443 �338 

交　付 �10年 �243 �158 5年 �195 �173 

訂正 �11 �3 

計 ��449 �334 
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【款】　2　　総務費

【項】　2　徴税費　　　　　　　　　　　　　　　　102，354千円

目 �主　　な　　事　　業　　内　　容　　と　　成　　果 

1 税務総務費 �1．町民税 

80，391千円 �町民税の課税にあたっては、申告制度の重要性と収支計算書の提出等の 

（P80） �周知を行った。また、所得調査を実施し、無申告あるいは課税漏れの防止に 

努め、税の公平性と適正課税を図った。 

（1）個人住民税の課税状況 

（単位：人） 

（ �項　目 �納税義務者数 ��������� 

均等割 のみ �所得割 のみ ��均等割と 所得割 ��退職所得 ��計 

普通徴収 �743 �83 ��3，494 ��－ ��4，290 

特別徴収 �493 � ��7，300 ��42 ��7，835 

計 �1，236 �83 ��10，764 ��42 ��12，125 

（特別徴収義務者1，831社） 

（単位：千円） 

項　目 �均等割 ��所得割 ��退職所得 ��計 �� 

普通徴収 �12，758 ��285，102 ��－ ��297，860 

特別徴収 �23，242 ��765，051 ��9，291 ��797，584 

計 �36，000 ��1，050，153 ��9，291 ��1，095，444 

）法人町民税の課税状況 

（単位：件） 

申告件数 �均等割 のみ ��均等割 法人税割 ��計 �� 

599 �305 ��251 ��556 

（単位：千円） 

均等割額l法人税割l　　計 

49，833l112，643l　　162，476 
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目 ��主　　な　　事　　業　　内　　容　　と　　成　　果 

2．固定資産税 

固定資産税に係る適正かつ公平化の原則から、均衡化を図ることを目標に 

全町路線価評価方式導入や土地の現況調査等に万全を期した。更に家屋言、 

価では、実地調査等により評価の適正化に努めた。 

償却資産については、申告制度のため、現地調査と新規課税等の調査・申 

告指導に努めた。 

（1）課税状況 

（単位：千円） 

（ �区　　　　　分 ����納税義務者数 　（人） ��調　定　額 �� 

10，469 ��1，374，359 

固定軍産税l 　t ��土　地 ��7，564 ��506，045 
家　　屋 ��8，098 ��592，166 

償却資産 ��317 ��276，148 

固有資産等所在市町村 ����1 ��4 

交付金及びl 納付金l ��交付金 ��1 ��4 

納付金 ��0 ��0 

計 ����10，470 ��1，374，363 

）評価実績 
・土地の部 

（単位：千円） 

区分 地目 �地　　　　　　　積 ����決　定　価　格 ����課税標準額 

筆　数 ��評価地積 （千最） �法定免税点 以上のもの （千ポ） �総　　額 ��法定免税点 以上のもの ��法定免税点 以上のもの 

一般田 �9，163 ��9，056 �8，636 �1，004，758 ��958，191 ��958，191 

田介在田 �97 ��47 �47 �609，724 ��609，724 ��404，542 

畑講書 �4，659 ��1，622 �1，503 �74，658 ��69，182 ��69，182 
39 ��11 �11 �129，283 ��129，283 ��84，534 

宅　　地 �25，223 ��4，774 �4，758 �81，074，563 ��80，840，135 ��30，082，541 

鉱泉地 �3 ��0 �0 �1，670 ��1，670 ��1，670 

池　沼 �10 ��11 �10 �543 ��503 ��503 

山　林 �1，953 ��4，145 �3，783 �70，168 ��63，476 ��63，476 

原　　野 �613 ��203 �178 �10，103 ��8，855 ��8，855 

鉄軌道 �254 ��37 �37 �142，756 ��142，756 ��119，288 

その他 �1，291 ��514 �513 �6，423，538 ��6，417，369 ��4，408，519 

計 �43，305 ��20，420 �19，476 �89，541，764 ��89，241，144 ��36，201，301 

（計）法定免税点　300　千円 
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目 �主　　な　　事　　業　　内　　容　　と　　成　　果 

・家屋の部 

（単位：千円） 

区　　　　分 ��棟　　数 �床　面　積　d �決一定　価　格 � 

木 造 �・総　　数 �9，877 �1，090，156 �22，125，055 

法定免税点 以上のもの �9，428 �1，065，713 �22，095，523 

木 造 以 外 �総　　数 �5，632 �913，17＿4 �21，389，857 

法定免税点 以上のもの �5，516 �909，597 �21，377，386 

計 �総　　数 �15，509 �2，003，330 �43，514，912 
法定免税点 以上のもの �14，944 �1，975，310 �43，472，909 

（計）法定免税点　200千円 

・新増築家屋等の部 

（単位：千円） 

区　　　　分 ��棟　　数 �床　面積　ポ �決　定　価　格 

木 造 �新築分 �99 �11，987 �819，916 増築分 �4 �117 �7，259 

計 �103 �12，104 �827，175 

減少分 �105 �7，151 �30，047 

木 造 以 外 �新築分 �34 �4，747 �263，176 
増築分 �3 �504 �16，754 

計 �37 �5，251 �279，930 

減少分 �37 �2，300 �35，055 

新増築分計 ��140 �17，355 �1，107，105 

減少分　計 ��142 �9，451 �65，102 
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目 �主　　な　　事　　業　　内　　容　　と　　成　　果 

′ �・償却資産の部 

（単位：千円） 

3． �種　　　　　　　　別 ����決　定、価　格 �� 

町長が決定 したもの ��構　　築　　物 ��1，920，971 

機械及び装置 ��11，612，956 

船　　　　　　舶 ��40 

車両及び運搬具 ��50，523 

工具器具及び備品 ��1，765，022 

計 ��15，349，512 

総務大臣が決定し配分したもの ����3，630，228 

県知事が決定し配分したもの ����273，676 

合　　　　　　　一計　　　　　　　　　　19，253，416 

（計）法定免税点1，500千円 軽自動車税の魂税状況 

（単位：千円） 

区　　　　　　分 ���課税台数（台） ��調　定　額 

原　動　機　付　自　転　車 ���891 ��957 

小型　特殊・農耕用 ���188 ��555 

軽　自　動　車 �輪 ��255 ��612 

輪 ��1 ��3 

四輪貨物 ��2，312 ��9，228 

四輪乗用 ��5，699 ��41，033 

二輪小型 ��290 ��1，160 

ミニカー ��21 ��52 

合　　　　　　　　計 ���9，657 ��53，600 
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目 �主　な　垂　業　内　容　と　成　果 

2 賦課徴収費 �4．その他町税の課税状況 

・町たばこ税　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円） 

（ （ �区　　分 �売　渡　し　本　数 ��調　　定　　額 ���人 町 日 ア 」 

従　量　割 �25，070，630本 ��127，574 

鉱　産　税　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円） 
‾生　産　量　　　　納税義務者　　　　　調　　定　　額 

704，052t　三星鉱業漂亜 ���1，354 

○納税広報と滞納整理 
21，963千円 ��納税意識の高揚と納税収納額の向上のため、納税通知書発送時には口 

（P81） ��振替推進のため図り、広報「いけだ」等により納期の周知徹底を図ったほか、 

毎年10月～11月を■「振替納税の推進月間」と定め町内の金融機関と連携し 

税の振替納税 �制度の普及に努めた。また、コンビニ収納を活用し納付の利便 

性に努めた。 

滞納者等に対しては、口座振替不納通知・督促状・催告状等段階的に文 
で行い先ず自主納税を促した。文書催告に応じない滞納者には、夜間電話 

よる催告及び夜間・休日等の臨戸による徴収を実施し、悪質滞納者には確 

たる態度で預貯金や不動産等の差押の滞納処分を実施した。 

）振替納税の利用状況 

区　分 �納税義務者数 �振替納税 利用者数 ��普及率 �摘要 

町　民　税 �4，542 �2，320 ��51．08％ � 

固定資産税 �10，389 �7，656 ��73．69％ � 

軽自動車税 �9，789 �4，854 ��49．59％ � 

計 �24，720 �14，830 ��59．99％ � 

（注1）　納税義務者数は納税通知書発送時の数値 

（注2）　町民税特別徴収分は含まず 

）滞納処分等の実施状況　　　　　　　　　　　　　　　（単位：件） 

差押　　　　　　　　　　差　押 �����捜索 
通知　預貯金l給与l不動産lその他l計 

30　　53l　7l　8l　341102 �����4 

（注）　不動産差押は新規差押の件数 

ー　52　－



【款】　2　　総務費

【項】　3　戸籍住民基本台帳費　　　　　　　　　　　34，618千円

目 �主　　な　　事　　業　　内　　容　　と　　成　　果 

1 戸籍住民 基本台帳費 34，618千円 �1．戸籍関係の状況 

（1）本籍・人口数（各年度末現在） 
（P82） �（本籍数単位：戸籍本籍人口単位：人） 

年　度 �平成21年 �平成22年 �平成23年 �平成24年 �平成25年 � 

本籍数 �9，910 �9，955 �10，006 �10，028 �10，023 

本籍人口 �26，280 �26，297 �26，332 �26，319 �26，266 

（2）届出件数（平成25年度分） 

（単位：件） 

種別 �窓　口 ��他市町村 から送付 �総数 �（単位：件） 
本籍 �非本籍 

出生 �117 �59 �107 �283 

死亡 �211 �40 �58 �309 

婚姻 �77 �7 �191 �275 

離婚 �20 �3 �25 �48 

転籍 �54 �0 �38 �92 

戸籍訂正 �12 �0 �2 �14 

養子縁組 �19 �1 �11 �31 

養子離縁 �3 �0 �2 �5 

入籍 �17 �2 �29 �48 

その他 �18 �4 �17 �39 

合計 �548 �116 �480 �1，144 

（3）届出件数の推移 

年　度 �平成21年 �平成22年 �平成23年 �平成24年 �平成25年 

届出件数 �1，237 �1，196 �1，256 �1，186 �1，144 
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目 �����主　　な　　事　　業　　内・　容　　と　　成　　果 

2．住民基本台帳関係の状況 

（1）人口・世帯数（各年度末現在） 

住民基本台 ������帳登録者数　　　（単位：人ただし世帯数については単位：戸） 

年　度 ����平成21年 ����平成22年 ����平成23年 ����平成24年 ����平成25年 ����� 

男 ����12，213 ����12，174 ����12，144 ����12，204 ����12，148 

女 ����12，577 ����12，571 ����12，601 ����12，735 ����12，666 

計 ����24，790 ����24，745 ����24，745 ����24，939 ����24，814 

世帯数 ����7，451 ����7，499 ����7，621 ����7，877 ����7，936 

※平成23年度までは日本人のみであり、平成24年度以降は住民基本台帳法の 
改正により外国人も住民基本台帳に登録されたため、外国人を含む。 

人口・世帯数の推移　　　　　（単位：人ただし世帯数については単位：戸） 

年　度 ����昭和35年 ����昭和40年 ����昭和45年 ����昭和50年 ����昭和55年 

人口数 ����15，580 ����15，610 ����16，533 ����19，341 ����20，949 

世帯数 ����3，191 ����3，462 ����3，902 ����4，585 ����4，981 

年　度 ����昭和60年 ����平成2年 ����平成7年 ����平成12年 ����平成17年 
人口数 ����21，651 ����22，444 ����23，825 ����24，317 ����24，575 

世帯数 ����5，209 ����5，538 ����6，123 ����6，540 ����6，975 

l年度l平成22年l平成25年l 

l人口数l　24，745t　24，814l 

l世帯数l　7，499l　7，9361 

人口・世帯数の推移 �������������������������������� 

25，000 20，000 15，000 10，000 5，000 0 � ����������������������������� 

．世帯数l 

S35年　40年　45年　50年　55年　60年　H2年　7年　12年　17年　22年　25年 
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目 �主　　な　　事　　業　　内　　容　　と　　成　　果 

（2）住民票記載・削除 

（単位：人） 

記　載 �����削　除 ����増減 �� 

年　度 �転入 ��出生 �その他 �合計 �転出 �死亡 �その他 �合計 

平成21年 �726 ��197 �2 �925 �605 �222 �2 �829 �96 

平成22年 �684 ��195 �3 �882 �705 �221 �1 �927 �△45 

平成23年 �642 ��211 �0 �853 �611 �242 �0 �853 �0 

平成24年 �712 ��189 �278 �1，179 �735 �227 �23 �985 �194 

平成25年 �688 ��168 �2 �858 �691 �257 �35 �983 �△125 

※平成24年度の記載中のその他欄には、平成24年7月9日（改正住民基本台帳法施行日） 
の外国人記載者276人が含まれる。 

住民票の異動状況 �������������� 
（人） 
●　＝ 
800 700 600 500 400 300 200 100 0 日2 ���′」ト、、 ���������年 

▲　　　　　　　　　　　　ノ′ニ◆・二二二二一一㌧＿ 

／／一′■▼ヽ、、、一、、 

了′　　　、、、、、、一、Y′′′′ 

＋転入 

＋出生 
一一」トー転出 

一一うそ一一死亡 

－……一一一一一日一一一沖一一一一一一一一一一一一一一一一米一叫一一一一一一一一一叫双一一一一一一一一一一一一・一‾‾‾ 

－ 

1年　　　　　H22年　　　　　H23年　　　　　H24年　　　　　H2 
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目 �主　　な　　事　　業　　内　　容　　と　　成　　果 

3．戸籍・住基関係各種証明書発行状況（平成25年度） 

種　別 �����件　数 �����手　数　料 �������������� 
有料 �� �無料 ��1件当たり �����金　額 

全部 ��戸籍 ���2，493 �� �524 ��450円 �����3，270，000円 
除籍 ���314 �� �74 ��750円 

個人 ��戸籍 ���1，086 �� �51 ��450円 
除籍 ���23 �� �1 ��750円 

改製原 ��謄本 ���1，231 �� �609 ��750円 
抄本 ���6 �� �1 ��750円 

除籍 ��謄本 ���600 �� �302 ��750円 
抄本 ���12 �� �1 ��750円 

記載事項証明 �����57 �� �2 ��350円 
計 �����5，822 �� �1，565 �� 

住民票の写し �����11，267 �� �529 ��200円 �����2，395，400円 

記載事項証明 �����357 �� �4 ��200円 

戸籍の附票 �����353 �� �499 ��200円 

閲　覧 �����0 �� �2，313 ��50円 

計 �����11，977 �� �3，345 �� 

印　鑑登　録 �����908 �� � ��150円 �����1，890，400円 

印　鑑証　明 �����8，412 �� �56 ��200円 

身分 ���正　明 ��205 �� �0 ��200円 

その他証明 �����49 �� �212 ��200円 

住基カード �����42 �� � ��500円　‾ 

計 �����9，616 �� �268 �� 

発行件数5年間の推移 ������������������ �E戸籍謄抄本等 ����� 
（件） �������������������8住民票等 

■印鑑証明等 14，000 12，000 10，000 8，000 6，000 4，000 2，000 0 ��l 

平成21年　　　平成22年　　　平成23年　　　平成24年　　　平成25年 
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目 �主　　な　　事　　業　　内　　容　　と　　成　　果 

4．広域住民票等相互発行状況（平成25年度） 

（件数単位：件　手数料単位：円） 

池田町作成分 ��池田町受付分 �� 

件数 �手数料 �件　数 �手数料 

5． �住民票の写し等 ��153 �30，600 �89 �22，000 

戸　籍　謄　抄　本 ��416 �187，200 �381 �171，450 

除・改籍謄抄本 ��36 �27，000 �35 �26，250 

その他（印鑑証明等） ��55 �11，000 �28 �7，100 

計 ��660 �255，800 �533 �226；800 

参考（外国人の登録者数等） 

（1）外国人の登録者数（各年年度末） 

（単位：人　ただし世帯数については単位：戸） 

年　度 �平成21年 �平成22年 �平成23年 �平成24年 �平成25年 

男 �‾104 �105 �105 �101 �100 

女 �182 �183 �188 �1961 �181 

計 �286 �288 �293 �297 �281 

世帯数 �182 �182 �176 �187 �185 

（2）国籍別外国人登録者数（平成25年度末現在） 

（単位：件） 

韓国・朝鮮 �中国 �アメリカ �インドネシア �ペルー � 

18 �170 �1 �2 �2 

ブラジル �フィリピン �タイ �パラグアイ �ドイツ 

43 �31 �6 �2 �1 

英国 �フランス �ベトナム �ポルトガル �合計281人 

1 �1 �2 �1 
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【款】　2　　総務費

【項】　4　選挙費　　　　　　　　　　　　　　　　　14，712千円

目 �主　　な　　事　　業　　内　　容　　と　　成　　果 

1 選挙管理 �1．選挙人名簿の調整 

委員　会費 �公職選、’ ��拳法に基づき定時登録、随時抹消、移替え登録により選挙人名 
7，675千円 （P84） 2 選挙啓発費 �簿の調製をし、正確性を確保すべく名簿の縦覧を行った。 

選挙人名簿登録者数 

1． 2． 1．戎 �年・月 ��男 ���女 ��計 ��めに選挙関 為に、明るい 

25年6月 ��9，446人 ���9，982人 ��19，428人 

25年9月 ��9，436人 ���9，981人 ��19，417人 

25年12月 ��9，439人 ���9，980人 ��19，419人 

26年3月 ��9，433人 ���9，986人 ��19，419人 

新有権者に対し、成人式において政治参加の意識をもたせる栗 
19千円 （P85） 3 参議院議員 ��係小冊子を配布した。 

内小中学校児童生徒を対象に選挙に対する関心を持たせる 

挙の啓発を目的としたポスターを募集し、32作品の応募があった。 議院議員通常選挙については、平成25年7月4日に公示し、7月21日の 

通常選挙費 7，018千円 （P85） ��開票の日程で実施され、その管理執行状況は次の通りであった。 

投票について 

立候補者数等 �当日有権者数 ��投票者 ��棄権者 �投票率 �� 

4人 �19，421人 ��10，937人 ��8，484人 �56．32％ 

比例区 �19，421人 ��10，937人 ��8，484人 �56．32％ 

開票について（選挙区） 

年　度 ����平成25年度 

開票時間 ����1時間13分 

事務従事者数 ����86人 
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【款】　2　　総務費

【項】　5　統計調査費　　　　　　　　　　　　　　　1，096千円

主　　な　　事　　業　　内　　容　　と　　成　　果

1

統計調査費
1，096千円

（P86）

1．学校基本調査　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5千円

学校に関する基本事項を調査し、学校教育行政上の基礎資料を得ること

を目的として実施した。

2．工業統計調査　　　　　　　　　　　　　　　　　　　210千円

製造業に属する事業所を対象として、従業者数、製造品出荷額、原材料

使用額などを調査し、工業の実態を明らかにすることを目的に調査を実施

した。

調査期日‥・H25．12．31調査員・‥7名

3．住宅・土地統計調査　　　　　　　　　　　　　　　　　870千円

住宅及び住宅以外で人が居住する建物に関する実態並びに住環境、

現住居以外の住宅及び土地の保有状況その他の住宅等に居住している

世帯に関する実態を調査し、その現状と推移を全国及び地域別に明らか

にすることにより、国民の住生活関連諸施策の基礎資料を得ることを目的

としている。

調査期日・‥H25．10．1　調査員‥・14名

4．商業統計調査　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1千円

商業を営む事業所について、業種別、従業者規模別、地域別等に事業所

数、従業者数、年間商品販売額等を把握し、我が国商業の実態を明らかに

し、商業に関する施策の基礎資料を得ることを目的としている。

5．農林業センサス調査　　　　　　　　　　　　　　　　　　3千円

農林業・農山村の現状と変化を的確に捉え、きめ細かな農林行政を推進

することを目的としている。

6．経済センサス基礎調査準備　　　　　　　　　　　　　　1千円

国民の就業及び不就業の状態を調査し、全国及び地域別の就業構造に

関する基礎資料を得ることを目的としている。

7．経済センサス調査区管理　　　　　　　　　　　　　　　　6千円

平成24年経済センサス活動調査において設定した調査区を今後の経済

センサス調査区として管理・修正し、事業所又は企業を対象とする各種統

計調査実施の基礎資料としての利用することを目的としている。
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【款】　2　　総務費

【項】　6　監査委員費　　　　　　　　　　　　　　　　　267千円

主　　な　　事　　業　　内　　容　　と　　成　　果

1

監査委員費
267千円

（P86）

1．例月現金出納検査

地方自治法第235条の2第1項の規定に基づき、一般・特別会計及び基金

について現金の在高及び出納関係諸表等の計数の確認、現金の出納事務

が適正に行われているか等を主眼として、毎月検査を実施した。

2．定期監査

地方自治法第199条第4項の規定に基づき、町の財務に関する事務の執

行状況及び事業の管理について定期監査を7月から翌年3月にわたって各

所属ごとに実施した。

3．財政援助団体監査

地方自治法第199条第7項の規定に基づき、社会福祉団体など補助団体

の事務の執行状況につき監査を実施した。

4．決算審査、財政健全化判断比率・公営企業資金不足比率審査

地方自治法第233条第2項、同法第241条第5項の規定により平成25年

度一般会計・特別会計の決算及び基金の運用状況について、また地方公共

団体の財政の健全化に関する法律第3条第1項、同法第22条第1項の規定

により健全化判断比率及び資金不足比率について、平成26年8月8日に審

査し意見書を提出した。
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